令和４年４月１日
高岡市都市創造部建築政策
「高岡市都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例」について
都市計画法第34条第11号に規定する条例に基づく開発許可または建築許可を受ける場合は、下記の要件の全てに適合しなければなりません。

また近年、災害が激甚化、頻発化していることから、法改正により、災害リスクの高いエリアを明確化し、条例で指定する区域から原則除外することとなりました。（令和４年４月１日施行）
１　許可の対象となる土地
（1） 許可を受けようとする土地には以下の土地を含まないこと。
 eq \o\ac(○,N)・災害危険区域、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特別警戒区域、
土砂災害警戒区域  、浸水想定区域における想定浸水深が3.0ｍ以上となる区域  。
ただし、以下のような場合は区域として含むものとして扱います。
ⅰ「土砂災害警戒区域」において、土砂災害が発生した場合に、土砂災害防止法に基づき地域防災計画に定められた避難場所への確実な避難が可能な区域の場合。
ⅱ「浸水想定区域における想定浸水深が3.0ｍ以上となる区域」において、洪水等が発生した場合に、水防法に基づき地域防災計画に定められた避難場所への確実な避難が可能である場合。
・農用地区域内の農地

・農地転用許可の見込まれない農地

・森林法に規定する保安林

・優れた自然の風景を維持する等のため保全すべき区域

・災害の発生のおそれがある区域

（２）農地の場合は、面積の上限が500㎡以下であること。

（３）許可を受ける土地は、面積165㎡以上であること。

２　接道要件
許可を受けようとする土地は、建築基準法第42条第1項各号に基づく道路に接道していること。または、建築基準法第43条第2項に基づく認定又は許可を受けていること。

　３　排水施設
公共下水道又は排水路その他の排水施設が適切に配置されていること。
４　許可を受けることができる建築物

高さ10ｍ以下の一戸建て自己用住宅
（建築基準法別表第二（い）の項第一号及び第二号に掲げる建築物）※裏面参照

５　既存建築物がある場合の許可
（1） 従前の土地及び建築物が条例に適合し、規模、構造、用途（自己用住宅）が同様の場合は許可不要となります。

（2） 自己用住宅以外の用途で開発許可を受けた土地で許可を受ける場合は、都市計画法第42条の許可が必要です。

（3） 許可を受けず建築できる建築物等（車庫、物置などの附属建築物等）が建っている場合は、都市計画法第43条の許可が必要です。
建築基準法（昭和二十五年五月二十四日法律第二百一号）抜粋
別表第二　用途地域等内の建築物の制限（第二十七条、第四十八条、第六十八条の三関係） 

	（い）
	第一種低層住居専用地域内に建築することができる建築物
	一　住宅
二　住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるもののうち政令で定めるもの
三　～　十　（略）　


建築基準法施行令（昭和二十五年十一月十六日政令第三百三十八号）抜粋
（第一種低層住居専用地域内に建築することができる兼用住宅） 

第百三十条の三 　法別表第二(い)項第二号（法第八十七条第二項 又は第三項 において法第四十八条第一項 の規定を準用する場合を含む。）の規定により政令で定める住宅は、延べ面積の二分の一以上を居住の用に供し、かつ、次の各号の一に掲げる用途を兼ねるもの（これらの用途に供する部分の床面積の合計が五十平方メートルを超えるものを除く。）とする。 

一 　事務所（汚物運搬用自動車、危険物運搬用自動車その他これらに類する自動車で国土交通大臣の指定するもののための駐車施設を同一敷地内に設けて業務を運営するものを除く。） 

二 　日用品の販売を主たる目的とする店舗又は食堂若しくは喫茶店 

三 　理髪店、美容院、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、貸本屋その他これらに類するサービス業を営む店舗 

四 　洋服店、畳屋、建具屋、自転車店、家庭電気器具店その他これらに類するサービス業を営む店舗（原動機を使用する場合にあっては、その出力の合計が〇・七五キロワット以下のものに限る。） 

五 　自家販売のために食品製造業（食品加工業を含む。第百三十条の五の二第四号及び第百三十条の六において同じ。）を営むパン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに類するもの（原動機を使用する場合にあっては、その出力の合計が〇・七五キロワット以下のものに限る。） 

六 　学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類する施設 

七 　美術品又は工芸品を製作するためのアトリエ又は工房（原動機を使用する場合にあっては、その出力の合計が〇・七五キロワット以下のものに限る。） 
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